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  １．開  会 

○事務局（滝上事業調整担当課長） 定刻となりましたので、ただいまから令和６年度第

４回札幌都心エネルギープラン推進委員会を開催いたします。 

 本日は、お忙しい中をご出席いただきまして、誠にありがとうございます。 

 私は、事務局の札幌市都心まちづくり推進室事業調整担当課長の滝上でございます。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 なお、前回まで（仮称）第３次都心まちづくり計画検討会、都心の脱炭素化に向けたエ

ネルギー施設検討部会と兼ねた開催としておりましたが、今回につきましては現行の都心

エネルギープランの進捗報告として推進委員会単独での開催となっております。 

 まず初めに、配付資料の確認をさせていただきます。 

 お手元に配付しました資料は、次第、資料１の座席表、資料２の委員名簿、資料３の第

４回説明資料、情報提供資料として資料４－１が札幌市、資料４－２が北海道電力株式会

社様、資料４－３が北海道ガス株式会社様、資料４－４が国土交通省様からの資料となっ

ております。 

 続きまして、本日の委員とオブザーバーの皆様の出欠状況をご報告させていただきます。 

 本日、島口委員はご都合によりご欠席のため、札幌大通まちづくり株式会社専務取締役

の松岡正治様に代理でご出席いただいております。また、オブザーバーの髙峯様は本日オ

ンラインにてご出席いただいております。 

 続きまして、事務局を務めます札幌市都心まちづくり推進室でございます。 

 また、事務局補助業務の受託者であります株式会社日本設計が同席しております。 

 なお、報道各社におかれましては、この後の写真、映像等の撮影はご遠慮いただきます

ようお願いいたします。 

 また、本日の会議について、個人に関する情報などの非公開情報を除き、会の次第、出

席者氏名、発言等を記載しました議事録を作成して公表しますので、ご了承いただければ

と思います。 

 それでは、村木座長に以降の会議の進行をお願いしたいと思います。 

 村木座長、よろしくお願いいたします。 

 

  ２．都心エネルギープランの取組の進捗について 

○村木座長 皆さん、こんにちは。 

 本日もどうぞよろしくお願いいたします。 

 早速、議事に入らせていただきたいと思います。 

 次第に従いまして、事務局からご説明をよろしくお願いいたします。 

○事務局（高野エネルギープロジェクト担当係長） 都心まちづくり推進室の高野と申し

ます。資料をご説明させていただきます。 

 それでは、お手元の資料３又は画面をご覧ください。 
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 資料をおめくりいただき、２ページをご覧ください。 

 本日は目次のとおり、１番目に札幌都心Ｅ！まち開発推進制度の進捗報告について、２

番目に今年度にビル事業者を対象に実施しましたアンケート調査の実施報告について、３

番目に札幌都心エネルギーマスタープランの進捗報告についての順番にご説明させていた

だきます。 

 ３ページをご覧ください。 

 初めに、札幌都心Ｅ！まち開発推進制度の進捗報告についてです。 

 まず、制度の概要についてですが、札幌都心Ｅ！まち開発推進制度は札幌都心での建物

の建替えや増築などの開発計画において事業者と札幌市が協働し、都心の目標の達成につ

なげるための制度として２０２２年５月より運用を開始しております。 

 事業者は、脱炭素化、強靱化、快適性向上につながる取組について計画の早い段階で札

幌市と事前協議を行うとともに、建物を使用し始めてからのエネルギー消費量や計画内容

について運用実績報告を行います。 

 対象区域内において建築物の新築、増築、改築及び大規模修繕などを行う建物のうち延

べ面積が５，０００平米を超えるものが対象となっており、都心強化先導エリアにおいて

は面積によらず対象となります。 

 制度の運用開始と併せて都心における開発誘導方針の改定を行い、都心の脱炭素化に資

する取組について容積率の緩和幅を拡大するなどの変更を行い、まちづくりと連動した効

果的な取組の誘導を推進しております。 

 現時点における協議実績は２７件となっており、運用実績報告については０件となって

おりますが、令和７年度中に７件となる見込みとなっております。 

 続いて、４ページをご覧ください。 

 これまでの協議実績についてです。 

 まず、協議済みの件数について、左上の表にお示ししております。 

 ２０２２年の運用開始からの累計実績としては、新築建物が２２件、既存建物が５件の

計２７件となっており、運用開始当初に想定した年間１０件とおおむね同水準で推移して

おります。 

 また、表の右側には参考として同じ時期における対象区域内の確認申請の実績を建物規

模別にお示ししておりますが、延べ面積ベースでは新築建物の約８割がＥ！まち協議の対

象となっております。 

 次に、スライド下段にはＥ！まち協議における低炭素、強靱、快適・健康の各取組の評

価点数を整理しております。年度別の評価点数としては低炭素と強靱の取組はおおむね２

０点から３０点の間で推移しており、快適・健康の取組は１０点台の前半となっておりま

す。また、建物用途別の評価点数としては業務と複合については低炭素、強靱、快適・健

康のいずれも評価されておりますが、宿泊と住宅については特に強靱と快適・健康の評価

が低い結果となっております。 
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 続いて、５ページをご覧ください。 

 これまでの協議実績の続きですが、ここでは低炭素の取組についてご説明させていただ

きます。 

 まず、新築建物におけるＢＥＩ値についてはいずれの年もほぼ同水準で推移しており、

平均として０．７４３の値となっております。次に、新築建物におけるＺＥＢ、ＺＥＨ－

Ｍの認証件数については２２件中６件となっております。また、新築建物における地域熱

供給への接続件数については、接続可能な建物数９件に対して接続ありが８件となってお

ります。１００％再エネ電力の導入件数については、新築と既存を合わせて２７件中１０

件の導入となっております。 

 ６ページをご覧ください。 

 次に、強靱の取組についてです。 

 新築建物における自立分散電源の整備については、協議対象区域全体においては２２件

中１４件、都心強化先導エリア内においては７件中６件の導入となっております。また、

新築建物における一時滞在施設の整備については、協議対象区域全体において２２件中１

０件、都心強化先導エリア内においては７件中５件の導入となっております。 

 次に、快適・健康の取組についてです。 

 新築建物における季節感のある屋外空間の創出については２２件中８件の導入となって

おります。また、新築建物における四季を通じ快適に過ごせる屋内空間の創出については

２２件中９件の導入となっております。 

 ７ページをご覧ください。 

 ここからは認定制度の開始についてです。 

 認定制度については、昨年度の推進委員会においてご議論をいただいたところでござい

ますが、改めて運用開始に向けてご説明をさせていただきます。 

 認定制度の概要としましては、都心部におけるエネルギー施策の推進に当たり、特に優

れた取組を実施する建築物をＥ！まちリーディングモデルとして認定するものとなります。 

 目的としましては、都市の開発案件における先進的な取組を広く明らかにするとともに、

他の計画に波及されることと、先進的な取組を行う建築物に対して行政が認定することに

より付加価値を高めることを位置付けております。 

 対象としましては、新築建物、既存建物のどちらも対象としております。 

 次に、認定基準についてですが認定基準の設定の考え方として、都心エネルギーマスタ

ープランにおいて示した将来像の実現に向けて、基本方針である低炭素、強靱、快適・健

康のそれぞれに関する基準を設定しております。また、ゼロカーボン推進ビルの認定基準

とも整合を図りながら、都心部におけるエネルギー施策の推進に資する優れた取組につい

て設定しております。 

 具体的な基準としては、スライドの左下の表のとおりとなっております。 

 次に、認定建築物の周知方法についてです。 
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 認定ラベルの表示として、所有者等が認定ラベルをビルに掲出したり広報媒体等への表

示をしたりすることなどを想定しております。また、認定建築物の公表として、札幌市が

建築物名称等を札幌市ホームページにて公表することを想定しております。さらに、事例

紹介として、札幌市が主催する講演等を通じて優れた取組事例として紹介することを想定

しております。 

 運用の開始についてですが、開始と同時に第１号案件を認定する方向で現在ビル事業者

と調整しているところであり、令和７年度の早期を予定しております。 

 ８ページをご覧ください。 

 ここからは、目次の２番目として、今年度にビル事業者等を対象に実施しましたアンケ

ート調査についてご説明させていただきます。 

 ９ページをご覧ください。 

 まず、アンケート調査の実施概要についてです。 

 ①のアンケート調査の項目についてですが、都心部におけるエネルギー利用の実態等の

把握とビル事業者等の脱炭素化に関する意識調査についてアンケートを実施しております。 

 ②のアンケート調査の対象についてですが、都心エネルギーマスタープランの計画対象

区域及び周辺に立地する建物としており、令和６年９月から１０月にかけて実施し、調査

依頼数としては１９６件となっております。 

 ③のアンケート回収数については表のとおりとなっており、送付数１９６件に対して回

収数は１１７件となっております。 

 １０ページをご覧ください。 

 次に、アンケート調査結果の概要についてです。 

 まず、都心におけるエネルギー利用の状況についてですが、ここでは建物用途別の１次

エネルギー消費量の推移をお示ししております。 

 右下のグラフのとおり、事務所、商業施設、文化施設、宿泊施設については２０２３年

度のエネルギー消費量は２０１２年度と比較して全体的に減少しており、省エネ化が進展

しているものと推察しております。一方で、近年は新型コロナウイルス感染症に係る行動

制限の緩和などにより、やや増加傾向となっております。 

 病院や学校施設については、２０２０年度以降にエネルギー消費量が増加しております。

これは新型コロナウイルス感染症の対策として施設の換気量が増加したことによるものと

推察しております。また、学校施設については近年の猛暑対策としての夏期のエアコン利

用もエネルギー消費量増加の要因と推察しております。 

 続いて、１１ページをご覧ください。 

 こちらでは、計画対象区域における街区ごとの１次エネルギー消費量をお示ししており

ます。 

 札幌駅北口から大通公園の間のエリアにおいて、１次エネルギー消費量が突出して多い

傾向となっております。 
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 続いて、１２ページをご覧ください。 

 ここからは、ビル事業者等の脱炭素化に関する意識調査についてです。 

 まず、建替えや改修の計画についてですが、建替計画ありと回答した建物は全体の約１

１％となっております。建替計画なしと回答した建物のうち、竣工後５１年以上が経過し

ている建物が約１６％となっております。また、建物の大規模改修の予定なしと回答した

建物のうち、竣工後２５年以上が経過している建物が約３８％となっております。 

 １３ページをご覧ください。 

 次に、設備改修の計画についてですが、建替計画がない建物において照明設備及び空調

設備の改修を実施した建物のうち約半分が竣工後３０年以上経過後に実施しております。

また、築５１年以上が経過しても改修予定がない建物が一定数存在しております。 

 １４ページをご覧ください。 

 次に、建物に設置されている照明設備の種別についてですが、９割以上の建物でＬＥＤ

が使用されておりＬＥＤへの転換が一定程度進んでおります。 

 スライド左下のＢＥＭＳの導入状況についてですが、３割以上の建物にＢＥＭＳが導入

されており、建物の規模別に見ると大規模な建物ほど導入が進んでいる状況となっており

ます。 

 次に、再エネ設備の導入状況については１０件について太陽光発電設備が導入されてお

りますが、発電容量は小規模なものが多い状況となっております。また、ＰＰＡやクレジ

ットを活用した再エネ導入はあまり進んでいない状況となっております。 

 １５ページをご覧ください。 

 次に、省エネ性能向上に関する意識調査についてです。 

 建物の省エネ性能の向上については、全体の約８９％が関心ありと回答しており、メリ

ットとしては光熱費の削減が最も多く選ばれております。一方で、取り組む上での課題と

しては初期費用の負担が大きいことや金銭的支援が少ないこと、費用対効果が小さいなど

の導入コストに関する項目が多く選択されている状況です。 

 続いて、１６ページをご覧ください。 

 次に、再エネ導入に関する意識調査についてです。 

 再生可能エネルギーの導入について、全体の７７％が関心ありと回答しております。ま

た、再エネを導入する理由としては、光熱費の削減や企業の取組ＰＲ、企業のＣＳＲが多

く選択されております。一方で、導入に当たっての課題としては省エネ性能の向上と同様

に、初期費用の負担が大きいなど導入コストに関する項目が多く選択されております。 

 １７ページをご覧ください。 

 再エネ導入に関する意識調査の続きになりますが、再エネ由来電力の調達手法としては、

小売電気事業者からの購入が認知されている一方で無回答の数も多く、再エネ由来電力の

導入について興味関心がない事業者が一定程度存在していることが想定されます。また、

電気や燃料を購入する際に優先することとしては、価格の安さや価格の安定性、災害時に
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おける供給の継続性が多く選択されております。 

 札幌市の脱炭素化支援策の認知度についても聞いておりますが無回答の数が多く、あま

り認知されていない状況となっております。 

 １８ページをご覧ください。 

 ここからは、目次の３番目の札幌都心エネルギーマスタープランの進捗報告として、三

つの基本方針である低炭素、強靱、快適・健康の取組の進捗についてご説明させていただ

きます。 

 １９ページをご覧ください。 

 まず、低炭素の取組の進捗についてです。 

 下には現計画の計画対象区域におけるＣＯ２排出量の推移をお示ししておりますが、建

物やＤＨＣにおける省エネ化の進展や系統電力のＣＯ２排出係数の低減により、２０２３

年度のＣＯ２排出量は２０１２年度比で約３０％削減しております。また、２０２１年度か

ら２０２３年度にかけてＣＯ２排出量が増加しておりますが、これは新型コロナウイルス感

染症に係る行動制限の緩和などによるものと推察しております。 

 ２０５０年度の目標値である８０％削減は達成する見込みであるものの、２０３０年中

間目標や２０５０年ゼロカーボンの達成のためには、より一層ＣＯ２排出削減に取り組む

必要があります。 

 なお、今回のＣＯ２排出量の集計には再エネ１００％電力の導入といったオフセットによ

るＣＯ２削減量は考慮されておりませんが、参考としてＥ！まち協議により１００％再エネ

電力の導入によるＣＯ２削減量は、建物１０件分として約１万７，４００トンとなっており

ます。 

 オフセットによるＣＯ２削減量の対象区域全体への反映の考え方については、引き続き

検討していきます。 

 ２０ページをご覧ください。 

 次に、強靱の取組の進捗についてです。 

 強靱の目標としては、２０５０年までに都心強化先導エリアの分散電源比率を３０％以

上にと設定しております。 

 スライドに都心強化先導エリアにおける自立分散電源比率の推移をお示ししております

が、２０２４年度時点の都心強化先導エリアにおける自立分散電源比率は約１８．６％と

なっております。また、Ｅ！まち協議における２０３０年度までに整備が見込まれる建物

を加えると約２７．４％となり、２０５０年度までに目標はおおむね達成される見込みと

なっております。 

 ２１ページをご覧ください。 

 最後に、快適・健康の取組の進捗についてです。 

 快適・健康の目標としては、都心の回遊性を向上させるとともに、心地よく健康的に過

ごせる場所を２倍にと設定しております。 
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 下のグラフは、札幌都心において建替更新等に合わせて整備された公開空地等の面積の

増加の推移をお示ししておりますが、都心エネルギーマスタープラン策定時と比較して現

時点までに竣工している建物における公開空地等の面積の増加率は約３５％となっており

ます。さらに、計画中の建物も含めると２０１７年度比で約１６７％となる見込みとなっ

ております。 

 以上で資料の説明を終わります。 

 

  ３．意見交換 

○村木座長 それでは、ここから意見交換に入ります。 

 事務局からのご説明についてご意見をいただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 皆さんがお考えの間に私から一つ質問します。 

 ４ページのこれまでの実績のところで、左側に新築と既存で合計２７件の協議をされて

きたとあるのですが、右側の建物規模別の状況を見ると対象が全部で２４件なのです。こ

れはどのように見ればよろしいのでしょうか。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） Ｅ！まち協議の協議済み件数２７件については、建

築確認申請前に協議が終わっているものです。右側のＥ！まち協議対象の２４件について

は既に確認申請が出されているものになりまして、Ｅ！まち協議の２７件にはまだ確認申

請が出ていないものも入っておりますので、数字の違いが中に包含されています。 

○村木座長 そうすると、右上は足すと２４件で確認申請があったのが２４件ということ

ですね。そのうちＥ！まち協議に該当するのは全部で何件と見ればいいのですか。 

 何を聞きたいかというと、確認申請の件数が都心で何件あって、そのうちＥ！まちに乗

ったのがどのくらいなのかを知りたいということです。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） エリア全体の確認申請の総数は、Ｅ！まち協議対象

の２４件とその右側の対象外の８３件を足した１０７件がこのエリア全体での確認申請件

数になっております。そのうちの２４件がＥ！まち協議の対象になっているということで

す。 

○村木座長 Ｅ！まち協議を行ったのが２４件という意味ですね。そうではなくて、Ｅ！

まち協議をすることができる可能性があったのにもかかわらず協議しなかったものが何件

あるかを知りたいのですけれども、それが８３件と考えればいいのですか。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） 規模あるいはエリアによって協議しなければならな

いものを全てカウントしたときに２４件になります。一方で、この中で実際にＥ！まち協

議をしたものは１７件になっておりますので、差引きで７件が協議されていないという結

果です。 

○村木座長 資料をつくられるときにそのような情報を入れて、Ｅ！まち協議の需要がど

のくらいあったのかが分かる形にしていただいたほうが資料として分かりやすいと思いま

した。そのようなものを後からでもいいのでつくっていただけるとありがたいと思います。 
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○事務局（滝上事業調整担当課長） 承知しました。 

○村木座長 ほかにございませんか。 

○内川委員 私も読み方が分からないところがあったので、４ページについてお伺いしま

す。 

 低炭素、強靱、快適・健康における各取組の評価点数の上限はみんな同じなのですか。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） ５０点で同じになっています。 

○内川委員 そのうち、ご説明いただいていたとおり強靱や快適・健康が宿泊や住宅では

割と低めの評価点数になっていると思うのですけれども、取組をしづらい理由が明確に分

かるものなのか、お伺いします。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） 住宅に関しては特にプライベート空間が多くなるの

で、外部から不特定多数の方が頻繁に来るような施設ではないということが一つの要因に

なっていると考えております。 

 宿泊施設に関しては、プライベート空間ではないのですけれども実際に宿泊される方が

限定されているので、傾向的には住宅に近しい性質のものになっていることが要因かなと

推察しております。 

○内川委員 それが資料で分かったらいいなと思って質問させていただきました。 

○村木座長 ほかにございませんか。 

 アンケートについても何かありましたらご質問をお願いします。 

○近藤委員 ４ページについての質問と回答を聞いていて思ったのですが、宿泊や住宅は

総数が何件あって、平米数がどのぐらいのものが何件あるのか、宿泊施設によっても強靱

化を図らないと安心して泊まれないのだと思うのですけれども、そういうものが低いとい

うことはあまり大きな規模のホテルは入っていないのか、全体像がこの表だけでは分かり

にくいと思いました。 

 何を求めているのか、求めたものとマッチしていない建物を建てているのかが分かった

ほうがＥ！まち推進制度を進めるためにもいいのではないかと思いました。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） 今すぐにはお示しできるデータがないのですけれど

も、今の話を含めて集計を工夫したいなと思っております。 

○村木座長 こういう進捗報告は毎年やっていくことだと思うので、これは数字が全部入

っているものですけれども、そうではなくてどんなものを取っていきますということを会

議の場で協議するのもいいかもしれないと思います。 

 ほかにございませんか。 

○金田委員 ７ページのＥ！まちリーディングモデルの認定の基準のところです。 

 昨年度の議論に参加していないので理解ができていないところもあるのですけれども、

ゼロカーボン推進ビルとの整合を図るよう設定されているということで、例えば低炭素の

ところでＥ！まち評価の三つ星以上、強靱でＥ！まち評価二つ星以上、かつ再エネの電力

の利用がゼロカーボン推進ビルでも認定の基準になっており、Ｅ！まちリーディングモデ
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ルはさらに１ランク上というか、ＺＥＢ、ＺＥＨ－Ｍの認証取得や電源途絶時の電力と熱

の確保などがゼロカーボン推進ビルに比べると新たに付加されているように見えるのです

けれども、そういう理解でいいのか、まず確認させてください。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） ゼロカーボン推進ビルの認定基準と比較して強化さ

れている部分は、電力途絶時の電力と熱の確保と、快適・健康のＥ！まち評価二つ星以上

の２点になります。それ以外に関しては一致している形になります。 

○金田委員 例えば、低炭素のところを見ますと、もともとの開発誘導の方針の項目の中

でもＺＥＢ、ＺＥＨや建物の省エネルギー性能、再エネの電気の利用、熱の面的利用とい

う大きく三つの項目で誘導されていたと思います。 

 その観点で言うと、ＺＥＢ、ＺＥＨは建物の省エネ性能を一段上げてＺＥＨやＺＥＢま

で持っていきましょうねということと、再エネもしっかり１００％のものを入れましょう

ということで、熱の取組のところで熱のゼロカーボン化も踏み込んでやっていただいた場

合に、プラチナという認定ともう一段上の建物の評価も組み合わせると、電気と熱の両方

でゼロカーボンを達成するビルということで、グリーンビルみたいなものを認定してそこ

に何らかのインセンティブとセットで誘導していくというものがあってもいいと思いまし

た。 

○村木座長 １２ページの上に建替計画なしで５１年以上経過している建物が１６％とあ

りますが、１６％の規模も集計していただくといいと思います。つまり大きいビルに建替

予定がないのか、そうではないのか、このあたりも規模別に集計していただいて、何年経

過しただけではなくどういうものかをもう少し知れたほうがいいのではないかと思ったの

で、その辺りも工夫していただけるとありがたいです。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） 承知いたしました。 

○村木座長 ほかにございませんか。 

○松岡委員（代理） 座長のお話とかぶるかもしれないですけれども、アンケートの意識

調査を見ていても、大手は今の世の中、ＣＳＲや社会貢献に当然のことながら黙っていて

も積極的に取り組まれると思うのですけれども、規模別でいくと中小以下の皆さんは当時

の部会の中でも議論になり、こういうものを進めるのはいいのだけれどもコストに見合わ

ないというような意見が非常に出ていました。このアンケートの結果も広さ別ということ

もあるのですけれども、事業者の規模別も分かればいいのではないかと思います。 

 規模別でいくと大手がやれば全体効果が大きいわけですけれども、札幌市内を見ると都

心であっても当然のことながら地元の中小企業がやられている部分もございますので、そ

の辺との乖離を認識しておくべきではないかと思いましたので、もし数字があればありが

たいです。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） 村木座長の話も含めて、いわゆる規模によってどう

いう傾向があるのかは共通的な部分かと思いますので、集計の仕方を全体的に工夫してま

とめていきたいと考えております。 



- 10 - 

 

○村木座長 ほかにございませんか。 

○髙峯オブザーバー 私が気になったのは、１７ページ目の無回答が多い１６番、１７番

のところです。無回答が多いのはしようがないとして、どのような情報発信をしてきたか

ということと併せて分析したほうがいいと思いました。 

 アンケートの対象者は建物を保有されている方ということで、そういう方々に頑張って

いただかなければいけない中で、札幌市で色々やられているのであれば知っていただくの

は非常に重要なことだと思います。 

 結果だけを見るのではなく、どういうプロセスにおいてこういう結果だったのかという

分析はされたほうがいいと思いました。 

○村木座長 事務局から何かございませんか。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） 無回答が予想以上に多かったという実感があります。

資料の１７ページの上のところで認知されていないとありますけれども、周知の仕方に関

しては工夫の余地があるのだろうと思っております。 

 このアンケートに関しては、無作為にというより継続して同じ建物所有者に依頼して、

これから継続して数値を取っていく形になります。そう考えると、周知に関しても工夫の

仕方があると思っております。 

 これまでの周知の仕方も振り返りながら、さらに踏み込んだ形での周知を引き続き考え

ていきたいと思います。 

○村木座長 これも先ほどの話と一緒なのですけれども、無回答とされた方が大きいビル

ではなくて中小だとすると中小ビルへの支援をどうしていくのかは考えていかなければい

けないので、規模別というのは大事な統計の取り方かと思いました。 

 ほかにございませんか。 

○中山委員 私の理解が足りないのですけれども、この制度には誘導という目的がある中

において、制度としての実効性を今後どう見ていくのでしょうか。 

 結果としては、協議件数を一つの指標として出していただいていると思うのですけれど

も、先ほど村木座長のご質問の中でも回答としていただいていた７件が未済というお話や、

今のアンケートに関して無回答があるということを見たときに、制度としての実効性を今

後どう見ていけばいいのか、先ほどお話があった優遇施策の設計の仕方も含めてなのかも

しれませんけれども、今後、札幌市としてどのような制度設計を目指されているのか改め

てお話を伺えればなと思った次第です。 

○村木座長 では、事務局、お願いいたします。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） ４ページの左側中段ぐらいの薄く青で囲っていると

ころのチェックの二つ目になりますけれども、面積ベースで言うと現状で新築建物の８割

がＥ！まち協議の対象となっております。ですから、建築計画を立てる際に確認申請の前

の段階において面積ベース８割の部分に関して協議の余地ができることに関しては制度と

しての一つの大きなメリットかと考えています。 
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 協議の結果、当初考えていたものよりも取組としてレベルアップしたところを数値的に

出すのはなかなか難しいところではあるのですけれども、この８割について何かしら接触

ができるということを一番大きなメリットとして一歩でも脱炭素化が進むように協議を進

めていきたいと、この誘導施策としての役割としてはそういうことを考えています。 

○中山委員 おっしゃることはごもっともだと思います。一方で、７件が対象となりなが

ら協議に至らなかったということをどのように理解すればいいのでしょうか。 

 なかなかお答えしづらい部分かもしれませんけれども、差し支えない範囲で教えていた

だければと思います。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） この制度に関しては、罰則規定がなく強制にはなり

ませんので、この７件が協議対象でありながらも協議しなかったという結果を踏まえた上

で、改めて周知の仕方を強化し、何かしらの工夫をしていかなければならないと考えてお

ります。 

 今、一足飛びに強制力のある制度の構築は困難だと考えているのが正直なところですが、

一方で、できるだけ多くの方に協議のステージに入ってもらえるように工夫していきたい

と考えております。 

○村木座長 ほかにございませんか。 

○金田委員 今の中山委員のご意見に関連するのですが、開発誘導して容積率の緩和を含

めたインセンティブがあるかと思うのですけれども、例えば、Ｅ！まち協議で協議を開始

された方が実績で２７件、確認申請済みが２４件という中で、容積緩和を含めてそういっ

たインセンティブを獲得された方は何件ぐらいいらっしゃるのでしょうか。その件数が多

いのか少ないのかによって、現状のインセンティブなりの制度が魅力的なものになってい

るのかのどうか検証、また、１７ページのアンケートを見ますと金銭的支援が少ない、初

期費用の負担が大きい、費用対効果が得にくい、テナント賃料の差別化にもつながってい

ないといったご意見が多いという結果を見ると、建築費や資材の高騰も含めて現状のまま

だと効果的な内容になっていないと開発側からは見られている可能性もあると思います。

その結果として、先ほどのように協議をしてもしようがないよなという人もいるのかもし

れません。その辺の実績と評価を検証した上で、次の制度の在り方を考えていく必要があ

ると思っています。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） 支援策に関して実効性がしっかりあるか、事業者に

とって魅力的なものになっているかどうかに関しては、継続的に考えていかなければなら

ないと思っております。 

 容積緩和の要件も、今設定されているものがあるのですけれどもそれが永続的にそのま

まという形ではないと思っていますので、より実効性があり、より魅力的なものになるよ

うに検討していきたいと思っております。 

 ただ、それを考える上でも一旦はＥ！まち協議のフィルターにかかる形になりますので、

入口としてのＥ！まち協議と、それを通した上で会話を重ねながら、実態的なものも把握
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しながら支援策の検討につなげていきたいと考えているところです。 

○村木座長 ほかにございませんか。 

○髙橋委員 このアンケート調査に自由意見の記載はないのですか。 

 何を言いたいかというと、この制度自体にどういう意見を持っているか、どういう評価

がされているか、協議対象者が何かしらの意見を言っていないのか、我々の評価もそうで

すけれども、市の評価もあり実際にやられている事業者の評価も大切だと思うので、この

アンケートでなくてもそういう意見を聞くことができて、それが集計されるのであれば知

りたいと思いました。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） 制度に関するアンケートについて、自由意見という

形で聞いているものはありません。ただ、先ほどの回答と同じですが、実際のＥ！まち協

議を通じながら各事業者の声を常に拾っていきたいと考えています。 

○髙橋委員 拾っていただいた意見を我々にも教えていただく機会があればと思っており

ますので、よろしくお願いします。 

○村木座長 恐らくこういうアンケートはまたやるはずだと思うので、その際に、思われ

ることを書きたい人もいるかもしれないので、工夫をいただければと思います。 

 ほかにございませんか。 

○内川委員 私も同じことをお伺いしようと思ったのですけれども、もう一点はゼロカー

ボン推進ビルになると立地のための補助金の制度が少し拡大するというか、補助率が上が

るということがあったと思います。実際に札幌大通まちづくり会社でも事前に開発協議を

されていると思うのですけれども、Ｅ！まち制度とゼロカーボン推進ビルが事業者の中で

あまり紐づいていないことが結構多いのです。後からリーシングをかける際に、ゼロカー

ボン推進ビルの制度などがあるのですよ、企業立地にこういう補助金があるのでもしよろ

しければと言うと、意外と知られていないということが多いのです。 

 私が見落としていたら申し訳ないのですけれども、都心まちづくり推進室のこの制度と

経済観光局でやられている企業立地の制度がホームページ上などであまりちゃんとリンク

されていないということあると思ったので、情報発信の仕方は少し見直してもいいと思い

ました。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） お互いにリンクする部分はあるにはあるのですけれ

ども、それが制度に関係するものトータルとして分かりやすいかどうかに関してはご指摘

のとおり、見直すべきところがあろうかと思います。これについても引き続き検討して対

処していきたいと考えております。 

○村木座長 リンクの貼り方、見せ方もあるのかもしれないですけれども、私は面倒くさ

がりなのでリンク先まで行くかどうかは分からないです。お金をもらえるのだったら見る

のが当然だと思うのかもしれないのですけれども、そのあたりは使ってもらわないとどう

にもならないので、ぜひ見やすいものをお願いしたいと思います。 

 ほかにございませんか。 
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○藤井委員 関連した質問です。 

 先ほど、確認申請前に８割が協議しているという話がありましたが、それは向こうから

市に来た話なのか、市から声をかけたのか、どうやって確認しているかを知りたいです。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） 基本的には確認申請を提出されるときに建築会社等

で設計等をやられていると思うので、その中で必要な協議先の一つとして事前にパンフレ

ットやホームページ等で確認をさせていただいた上で協議に来ていただく形になります。

ですから、我々から声をかけて協議に入るというよりは事前協議という形で申請をしてい

ただいた上で協議に入るという形の手続になっております。 

○藤井委員 確認申請後に協議するということなのでしょうか。事前の打合せに来たとき

にそういう話を持ってくるということですか。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） 事前です。 

○藤井委員 分かりました。 

○村木座長 ほかにございませんか。 

○松岡委員（代理） マスタープランの進捗報告の２０ページと２１ページについてです。 

 当時、部会でも、胆振東部地震のブラックアウトを受けて強靱化という項目が出てきた

のですが、先ほどの色々な実績を見ると、残念ながら当時はホテル難民が非常に問題にな

った訳ですが、ホテルの自立電源化が進んでいなくて残念だなという感想を持ちました。

そういうところはきちんとやっておかないと、また起きたときにどうするのかという気持

ちがあります。 

 もう一つは、３番目の快適・健康のところについてです。 

 実は今、私どもの会社はモユクサッポロの公開空地につきまして、札幌市と事業者の三

者で運用を開始して１年が経過しました。大通地区ではもうすぐ４丁目プレイスがオープ

ンし、まちのリビングという形の公開空地になる予定ですが、今後、大通地区だけでも仮

称札幌ダイビル、大通西４南地区再開発と公開空地が増えていきます。札幌駅のほうも同

様です。従いまして、快適・健康の指標になっている公開空地の目標は達成すると思いま

す。しかし事業者の方々によると、公開空地はきちんと運用しなければ単なるたまり場に

なってしまうということが悩みとのことです。 

 モユク札幌は稼働率が高く、お陰様でしっかりと運用されています。しかし今後公開空

地が増加することを考えますと、運用をどのように行っていくのかということは重要な課

題になると思います。例えば東京都のようなやり方含めて検討頂きたいと思います。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） オープンスペースの使われ方を計画段階で想定して、

課題等々をブラッシュアップしながら設計に反映させていくという形の整備の仕方が効果

的だと考えております。 

 仕組みもそうですし、実際の設計段階においてどういうところまで想定しておくのか、

各事業者としっかり話し合っておくことも重要かと思いますので、今のご指摘を踏まえて

進め方に関しては工夫していきたいなと考えております。 
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○村木座長 ほかにございませんか。 

○金田委員 今の２０ページと２１ページのところに関連して伺います。 

 新幹線の開業も２０３８年という話になっていますし、２０３０年以降に都心の再開発

の案件がずれ込んでいくことが想定されます。そういった状況下で強靱の目標や空間の快

適・健康の目標は２０３０年には十分目標を達成できそうだとすると、どこかでこの目標

値自体を上方修正することも想定されているのかどうかを確認したいです。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） エネルギーマスタープランに関しては、計画の見直

しということで今年度色々なご議論をいただきまして都心まちづくり計画と統合していく

形になりますので、大きな目標として２０５０年ゼロカーボンに向かいながら、強靱や快

適・健康の成果指標についてどうするかをまさに検討しているところです。 

 これまでの部会の中でご説明させていただきましたアクションプログラムで実際の取組

を考えていく形になりますので、その中で数字的なものも含めて、いま一度どういうもの

がふさわしいかに関して検討していきたいと考えているところです。 

○村木座長 ほかに何か追加でございませんか。 

（「なし」と発言する者あり） 

○村木座長 ほかにご意見がなければ、次に進めさせていただければと思います。 

 

  ４．情報提供 

○村木座長 ここからは情報提供に入ります。 

 まず、札幌市から関連計画の動向についてご説明をお願いいたします。 

○事務局（高野エネルギープロジェクト担当係長） 関連計画の動向についての情報提供

となります。 

 関連計画の一つ目として、札幌市水素エネルギー基本方針についてです。 

 水素エネルギーの本格復旧が進むと考えられる２０３０年頃に向けた取組の方向性を示

す方針として２０１８年に札幌市水素利活用方針を策定し、一般乗用の燃料電池車や家庭

用燃料電池の普及促進のほか、市有地での水素モデル街区の事業化などの取組を推進して

きております。 

 ２０２０年の札幌市によるゼロカーボンシティ宣言や２０２４年のＧＸ金融・資産運用

特区の決定などの策定以降の社会状況の変化を踏まえまして、時流に即した水素エネルギ

ーの活用を進め、市民、企業、行政などの協働につなげていくため現方針を見直し、札幌

市水素エネルギー基本方針として改定することとしております。 

 こちらにつきましては、有識者会議における議論やパブリックコメントを経まして、現

在改定手続中でございまして、間もなく策定される見込みとなっております。 

 関連計画の二つ目としまして、札幌市気候変動対策行動計画についてです。 

 地球温暖化対策の推進に関する法律などに基づき、２０５０年のゼロカーボン実現に向

けて２０２１年に札幌市気候変動対策行動計画を策定しております。 
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 この計画では、２０３０年には温室効果ガス排出量を市民、事業者において２０１６年

比で５５％削減、市役所として２０１６年比で６０％削減するという目標を掲げ、市内に

おける温室効果ガスの排出を抑制する緩和策を進めるとともに、気候変動の影響への対応

策に取り組んでおります。 

 策定後における国の気候変動対策やエネルギー政策の動向、本市の気候変動対策の進捗

などを踏まえて現計画を見直し、改定を予定しております。 

 改定に向けたスケジュールとしましては、令和７年度中の改定に向けて現在検討を進め

ている状況となっております。 

 札幌市からの情報提供は以上です。 

○村木座長 次に、奥山委員より北海道電力の取組について情報提供をいただきます。 

○奥山委員 北海道電力の奥山です。お時間をいただきありがとうございます。 

 北海道電力のカーボンニュートラルの取組をご紹介させていただきます。 

 本日は、最初に足元の国の動向を簡単に確認した後、北電グループが目指す姿を包括的

にお話しさせていただきます。以降、供給側の脱炭素化と需要側での省エネ推進の取組に

ついてご紹介いたします。特に、供給側での次世代エネルギーのＣＣＵＳ、水素、アンモ

ニアの部分については詳しくご紹介したいと思っております。最後に、札幌市の都心部再

開発に関係する点をお話しさせていただきます。 

 本資料の末尾に参考として家庭用の取組についてもまとめておりますけれども、本日は

こちらの説明は割愛させていただきます。 

 まず、国の動向についてです。 

 ２月に閣議決定されました第７次エネルギー基本計画では政策の方向性として、エネル

ギー安定供給と強靱性、脱炭素を両立する観点から、エネルギー安全保障に寄与し、脱炭

素効果の高い電源として再生可能エネルギーと原子力を最大限活用していくこととしてお

ります。また、需要側におきましては徹底した省エネの重要性は不変としながら、電化、

非化石エネルギーへの転換がこれまで以上に重要とされています。 

 脱炭素化が困難な分野においても、あまねく脱炭素化を推進していくことが求められて

おりますので、天然ガスなどへの熱源転換に加えまして、いわゆる次世代エネルギー、水

素、アンモニア、合成燃料、合成メタンの活用や、ＣＯ２を分離、回収、利用、貯留する技

術であるＣＣＵＳを進める方針が示されているところです。 

 続いて、北電グループが目指す姿についてです。 

 北電グループが目指すカーボンニュートラル実現に向けたエネルギーの全体像です。 

 左側のグラフにつきましては、２０２２年度の北海道における最終エネルギー消費の内

訳を示しております。化石燃料が全体の約７０％を占めております。脱炭素化に向けまし

ては、電源の脱炭素化に加えまして矢印にありますとおり、電化の推進、そして水素、ｅ

－メタンの生産や利用の促進が必要と考えております。 

 右側は、２０５０年に向けた北海道のエネルギー需要の変化をイメージ化しているもの
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です。 

 需要側において徹底的な省エネを図り、縦軸のエネルギー需要を抑える一方、供給面で

は電源の脱炭素化や水素、アンモニア等の脱炭素燃料の導入を進め、やむなく化石燃料か

ら発生するＣＯ２につきましては、ＣＣＵＳによって削減を図っていこうとするものです。 

 北電グループは、こうした取組を積極的に推進し、２０５０年の北海道におけるエネル

ギー全体のカーボンニュートラル実現に最大限挑戦いたします。 

 カーボンニュートラル実現に向けた北電グループのロードマップです。 

 ２０３０年、２０５０年の目標を見据えまして、供給サイドと需要サイドの両面から具

体的な施策を推進してまいります。 

 左側に番号を振っております①から⑤が供給サイドとなります。供給サイドでは再生可

能エネルギーの導入拡大、泊発電所の活用など、これまでの取組に加え、火力発電所の脱

炭素化、水素、アンモニアの利活用といった革新的技術の活用など、あらゆる手段を総動

員して現在取組を進めております。 

 また、⑥の需要サイドにおきましては、電化の推進に加えまして省エネの観点からヒー

トポンプ機器の普及活動など、地域のお客様とともにカーボンニュートラル実現に向けて

取り組んでおります。 

 次のスライドに参ります。 

 こちらのスライドにつきましては、今ほどのスライドの電源側の取組と需要側の取組を

視覚化したものですが、以降のスライドと重複する部分がありますので、説明は割愛させ

ていただきます。 

 続きまして、供給側の主要な取組をご紹介させていただきます。 

 最初に、泊発電所関連です。 

 原子力発電所の電力は、脱炭素電源に位置付けられております。北海道の脱炭素化実現

のためには、なくてはならない電源と考えております。 

 泊３号機の再稼働に向けた新規制基準適合性審査への対応状況としましては、昨年１２

月に原子炉設置変更許可に関わる審査上の論点につきまして説明を終えており、今月１４

日に許可申請の補正書を提出しているところです。 

 今後の工程に関しまして、防潮堤の設置工事がクリティカルパスということで最も時間

がかかる課題となっております。現在、様々な工程短縮策を検討している状況です。安全

性の確保を大前提に、総力を挙げて着実に取り組んでいるところです。 

 続きまして、再生可能エネルギー関連です。 

 北電グループでは、北海道内外で再生可能エネルギー発電事業を計画しております。北

海道でポテンシャルが高い風力発電及び地熱発電をはじめとして、太陽光発電、バイオマ

ス発電など、幅広く再エネ電源の新規開発を進めております。 

 表に記載のとおり、現在、北電グループでは約１７９万キロワットの再生可能エネルギ

ーを保有しております。目標として２０３０年度までに３０万キロワット以上の積み増し
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を掲げておりますが、これを早期に達成いたしまして、その後もさらなる積み増しを図っ

てまいります。 

 続きまして、次世代エネルギーへの取組です。こちらは詳しくご紹介いたします。 

 当社は、ＣＣＵＳによる二酸化炭素の分離、回収、利用、貯留、それから、水素、アン

モニアなどの検討を進め、各自治体、各事業者様と連携しながら北海道の２０５０年カー

ボンニュートラルに向けた取組を進めております。 

 ＣＣＵＳにつきましては、ＪＯＧＭＥＣ、金属鉱物資源機構様の先進的ＣＣＳ事業の受

託事業となります。出光興産様、石油資源開発様との共同事業となりまして、ＣＯ２貯留地

点としてポテンシャルの高い苫小牧地域で検討を進めております。 

 将来的には、地域にある複数のＣＯ２排出源から拠点にＣＯ２を集めて圧入するハブアン

ドクラスター型への拡大を視野に取り組んでいるところです。 

 続きまして、燃焼時にＣＯ２を排出しない水素、アンモニアについてです。 

 これらは火力発電所の燃料転換のほか、他企業様と連携しまして、産業分野の熱源や運

輸分野の燃料など、化石燃料の代替エネルギーとしての利用拡大の取組を進めております。 

 まず、水素についてです。 

 こちらは液化しにくい特性があり、沸点がマイナス２５３度ということですので、現在、

大量輸送技術の研究開発がされている状況です。一方で、水素製造は電力で行いますので、

輸送によらず需要地での製造も可能です。北海道では豊富な再生可能エネルギーを活用す

ることができますので、電力系統全体をカーボンフリー化することで、各地でグリーン水

素の製造も可能になると考えております。 

 左下の図に記載がございますが、当社は昨年６月に当社最大の石炭火力である苫東厚真

発電所の隣接地に北海道内最大となる１メガワット級の水素製造設備を導入いたしまして、

寒冷地における水素製造の技術的知見を高めていくための実証を進めているところです。 

 また、この実証で得られる知見を生かしながら、千歳・苫小牧地域でのグリーン水素サ

プライチェーン構築に向けた共同検討を進めているところです。ＣＯ２と水素から生成され

るメタネーションの利用についても併せて検討を進めております。 

 次に、右側のアンモニアについてです。 

 こちらは液化しやすい特性があり、沸点がマイナス３３度程度ですので、既存技術によ

って海外からの大量輸送が可能です。北日本最大規模の苫小牧港を基点として、北日本広

域圏にアンモニアサプライチェーンを構築し、アンモニアの普及拡大を図ってまいります。

また、苫東厚真発電所４号機におきまして、アンモニア燃料への転換を図ってまいります。 

 こうした水素、アンモニアの利活用に向けた拠点整備やサプライチェーンの構築に当た

りましては、国の支援制度も活用して進めているところです。 

 次に、需要側の取組についてです。 

 弊社はお客様のニーズや状況に合わせまして、カーボンニュートラル実現に向けた様々

なサービスをご用意、ご提案しております。 
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 本日は、都心部での取組をイメージいたしまして、産業・業務用分野における省エネ推

進、電化推進、再生可能エネルギー電源の利用、カーボンフリー電源の利用などについて

簡単にご紹介したいと思います。 

 産業用、業務用の主要なサービスといたしましては、ＺＥＢ・電化設計提案、電力使用

状況を見える化して省エネに活用していただくｅデマンドマネージャー、省エネルギー診

断というものがございます。 

 ＺＥＢ提案につきましては後ほど実例をご紹介いたしますが、メリットや進め方の紹介

といった初期提案のところから設計、施工におけるシステム提案、補助金申請における技

術支援、運用フォローとしての実際の運用、データの分析、改善のご提案、各種報告書の

作成支援までトータルでお手伝いが可能なサービスとしております。 

 また、省エネルギー診断につきましても、いわゆるウオークスルーでの確認といった無

料のものから機器を設置した精密な診断、診断結果に基づく対策や機器のご提案、運用に

至るまでお客様のご希望に応じて、こちらもトータルソリューションでお応えします。 

 続きまして、再生可能エネルギー電源、カーボンフリー電源の利用についてのサービス

となります。 

 一つ目のオンサイトＰＰＡにつきましては、お客様の敷地内に太陽光発電を設置させて

いただいて発電電力をお客様にお使いいただくサービスとなります。お客様は、発電設備

設置のための諸費用のご負担なくＣＯ２フリー電気を利用することが可能となります。敷

地内での、自家消費ということになります。 

 二つ目のオフサイトＰＰＡは、敷地外の太陽光設備や風力発電から電力会社の送配電網

を利用して再エネ電力をお送りするサービスです。例えば、発電事業者が設置した電源を

当社が買い付け、お客様にお届けすることができます。 

 次に、カーボンフリーに対応する各種の電気料金メニューとなります。 

 先ほどのアンケート調査にも出ておりましたが、それに符号する電気料金メニューで、

カーボンＦシリーズと呼んでいます。こちらもお客様のニーズに応じて幅広にそろえてい

ます。 

 例えば、代表的なものでは非化石証書を用いて実質ＣＯ２排出ゼロというものがありま

す。あるいは、トラッキングつきのＦＩＴ非化石証書を用いたＲＥ１００対応のメニュー

で、さらには、ＲＥ１００対応ではありますけれども、当社水力発電所を電源として特定

しているもの、また、電気料金メニューとは異なりますが、ＦＩＴ非化石証書をお客様に

代わって代行調達するサービスやＪ－クレジットに関わる申請、登録をサポートするサー

ビスもそろえているところです。 

 以降、ＺＥＢの取組について補足いたします。 

 全国のＺＥＢの事例は、２０２５年１月末現在実績で７１２件です。うち道内は３７件、

弊社がＺＥＢプランナーとして関わったものが１７件で道内ナンバー１の実績です。 

 ＺＥＢ事例として、都心におけるご参考ということで、商業ビルと事務所ビルをそれぞ



- 19 - 

 

れ１例ほどご紹介させていただきます。 

 １例目は、ココノススキノです。 

 いずれもＺＥＢ Ｒｅａｄｙということで、省エネの取組によって１次エネルギーを５０％

以上削減という部類に属しております。こちらは高性能断熱材やヒートポンプによる高効

率な空調システムの採用によりまして、空調エネルギーの削減が図られております。弊社

はＺＥＢ化に当たりまして、エネルギーの使用形態に合わせた省エネ手法の提案、設計へ

の助言、計算に関するサポートを行いまして、全国最大規模のＺＥＢ Ｒｅａｄｙを達成し

ておりました。１次エネルギー削減率は５１％となっております。 

 ２例目は大通西６丁目のエナスクエア大通ビルで、こちらもＺＥＢ ＲＥＡＤＹの事例で

す。 

 ＺＥＢの高イニシャルコストというイメージを払拭する普及型のＺＥＢを実現した事務

所ビルの例です。導入技術は高断熱化とＬＥＤ、ＥＨＰ、熱交換機のみと汎用性のある設

備で構成されており、寒冷地の普及型ＺＥＢを体現しているところです。こちらの１次エ

ネルギー削減率は５８％となっています。 

 最後に、本委員会とも密接に関わる部分として、札幌都心部のカーボンニュートラル化

に向けた取組についてです。 

 札幌都心部においては、左上の枠内に記載の三つの柱で積極的に取組を進めてまいりま

す。 

 まず一つ目には需要側での取組として、ＺＥＨ、ＺＥＨ－Ｍ、ＺＥＢでの省エネ化と電

化を推進してまいります。二つ目に供給側での取組といたしまして、再生可能エネルギー、

アンモニア等の次世代エネルギー、原子力発電を中心とした電源の脱炭素化を図ってまい

ります。 

 再エネ活用の例としまして、図の吹き出しにもありますけれども、札幌市の清掃工場の

余剰電力の札幌市地下鉄への供給や、稚内市の再エネ余剰電力の札幌市公共施設への供給

といった札幌市様の取組についてもお手伝いをさせていただいているところです。 

 その延長といたしまして、北海道の再生可能エネルギーをさらに有効に活用するため、

再エネ電源のアグリゲーション事業を行う北海道再エネアグリゲーション株式会社を今月

設立したところです。この仕組みを用いまして、札幌市の再生可能エネルギーのさらなる

利用に貢献したいと考えているところです。 

 三つ目には、先ほどご紹介のとおり、弊社は苫小牧・千歳地区において水素、アンモニ

ア、ＣＣＵＳなどの次世代エネルギーの取組を進めておりますので、これを活用し、札幌

市におきましても特に電化が困難な需要について、各事業者様、札幌市様と連携させてい

ただきながら、水素、ｅ－メタンの普及に取り組んで脱炭素を推進したいと考えておりま

す。 

 これらの具体的な取組につきましては、今後の中期アクションプログラムの作成プロセ

スにおいて、ぜひ前広に議論をさせていただきたいと思っているところです。 
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 以上、弊社のカーボンニュートラルへの取組についてご紹介をさせていただきました。 

 ご清聴をありがとうございました。 

○村木座長 次に、金田委員より、北海道ガスの取組について情報提供をいただきます。 

○金田委員 私から、北海道ガスのカーボンニュートラルに向けた取組についてご紹介さ

せていただきます。 

 まず、エネルギー・環境政策動向とガス業界の取組について簡単に触れさせていただき

ます。 

 ご承知のとおり、本年２月に閣議決定されました第７次エネルギー基本計画において、

Ｓプラス３Ｅの大原則は維持されつつ、エネルギー安定供給と脱炭素を両立する観点から、

再生可能エネルギーを主力電源として最大限導入するとともに、特定の電源や燃料源に過

度に依存しないようバランスの取れた電源構成を目指すこととされております。 

 第６次との位置付けの比較を下の表の右端に矢印で示しておりますけれども、再エネは

最大限導入が維持される一方、純国産エネルギーである原子力につきまして位置付けは向

上、また、ＬＮＧ火力についても燃料の確保と併せて進めることが明記され、位置付けが

向上されているということでございます。 

 天然ガスに関する記載の部分でいいますと、トランジション期だけではなく、カーボン

ニュートラル実現後においても重要なエネルギーと位置付けられており、ＬＮＧの長期安

定確保の必要性やｅ－メタンに関する環境整備の必要性が示されるとともに、天然ガスへ

の燃料転換の重要性、コージェネレーションシステムの導入拡大等、需要側で取り組むべ

き内容についても記載されてございます。 

 また、２０２１年にグリーン成長戦略が策定されておりますけれども、こちらにおいて

も地域の課題解決と一体となった再エネ、コジェネを組み合わせたスマートエネルギーネ

ットワークの構築が需要サイドの取組として記載されておりまして、カーボンニュートラ

ル達成までのトランジション期の取組としましては、クレジットでオフセットされたＬＮ

Ｇの導入を拡大しつつ、将来的には合成メタンへの転換を図っていくことが重要という記

載がされてございます。 

 ここからは、ガス業界の取組についてご紹介させていただきます。 

 ガス業界全体では、他業界に先駆けまして２０２０年１１月に２０５０年のガスのカー

ボンニュートラル化に挑戦することを宣言しており、トランジション期におきましては、

低炭素に資する取組を強力に推進していくとともに、多様なアプローチを組み合わせて脱

炭素社会の実現につなげていくシナリオを策定してございます。 

 具体的な目標としまして、２０３０年までにガスのカーボンニュートラル化率５％以上

の実現及びメタネーションの実用化を図るとしまして、ｅ－メタンの都市ガス導管への注

入率１％以上を掲げてございます。 

 ２０５０年には、ｅ－メタンや水素の直接利用、バイオガス、クレジットを活用したカ

ーボンニュートラルＬＮＧなど、複数の手段を活用してガスのカーボンニュートラル化の
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実現を目指すということにしてございます。 

 ｅ－メタンは、ご承知のとおり再エネで製造した水素と二酸化炭素を合成してメタンに

したもので、液化から輸送、受入れ、気化、最終消費機器に至るまで既存のインフラを全

てそのまま活用できることから、社会コストを抑制しつつカーボンニュートラル化を実現

できる選択肢の一つということでございます。 

 ｅ－メタンの技術開発には、大手のエネルギー会社や総合商社を中心に国内外で現在複

数のプロジェクトが進行しており、かつ、国際的なルールの整備に向けても精力的に取り

組んでいる状況でございます。 

 ここからは、北海道ガスの取組についてご紹介させていただきます。 

 北ガスグループでは、２０５０年のカーボンニュートラル社会を見据えまして、２０３

０年を通過点と位置付けたグループ経営計画のＣｈａｌｌｅｎｇｅ２０３０を策定してご

ざいます。 

 中央下に図がありますけれども、総合エネルギーサービス事業の進化による機能的で効

果的な省エネを徹底的に推進することによって、２０３０年以降、早期にＣＯ２の排出量の

ピークアウトを目指していくとこと、それから２０５０年に向けては、脱炭素のあらゆる

手段、可能性を探って備えていきますということを記載しております。 

 その中で三つの重点施策に取り組んでおりまして、一つ目が総合エネルギーサービス事

業の進化による分散型社会の形成、二つ目がカーボンニュートラルへの挑戦、三つ目がデ

ジタル技術の活用による事業構造変革でございます。 

 まず、一つ目の総合エネルギーサービス事業の進化による分散型社会の形成についてご

紹介させていただきます。 

 まず、全体像です。 

 カーボンニュートラルに向けた北ガスのトータルソリューションとしまして、スライド

の左側に三つの円がございますけれども、需要側の徹底的な省エネ、レジリエンスの強化

と供給側のエネルギーの脱炭素化の三つをトータルで提供すること目指してございます。 

 スライドの右側に記載しておりますけれども、北ガスでは、ＺＥＢのコンサルティング、

省エネサービスによって徹底した省エネを行い、お客様のエネルギーコストを低減するこ

とで電力、ガスのカーボンニュートラル化に必要な追加コストの負担をできるだけ最小化

することを目指しております。 

 次に、家庭用分野での取組について簡単にご紹介させていただきます。 

 家庭用では、ガスマイホーム発電の普及拡大によりまして、発電と排熱を給湯、暖房に

有効活用することで快適な暮らしと省エネを両立させ、レジリエンス強化にも貢献してい

るところでございます。 

 北ガス版のＨＥＭＳであるＥＭＩＮＥＬというものを開発しておりまして、エネルギー

の見える化のみならず、センサーによって日中もしくは夜間に居住者が不在のときに自動

で暖房を制御することで、快適性を損なわない中で省エネを実現してございます。 
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 また、右側にＴａｇＴａｇという会員制のウェブサイトの記載がございますけれども、

その中で、お客様の電気、ガスの使用状況を見える化、分析しまして、お客様ごとに個別

に省エネのアドバイスを提供したり、節電キャンペーンといったデマンドレスポンスを実

施し、お客様とコミュニケーションを取って取り組んでおります。 

 続きまして、業務用分野の取組についてです。 

 こちらに三つ記載があるのですけれども、まずはガスコージェネレーションシステムの

普及拡大、それから、左下の電源自立型ＧＨＰは、停電時にも自分で電気を起こして空調

を継続できる機能を持ったエアコンになります。それから、右側の省エネサービスのＭｙ

ｓ３は、無駄なく冷房、暖房をするように自動で室温を見たり冷水、温水の温度を監視し

たりしながら制御をかけてあげるといったものですけれども、こういったものの普及拡大

を進めて快適性、環境性、強靱性に優れた分散型社会の形成を進めているところでござい

ます。 

 コジェネの例ですけれども、さっぽろ創世スクエアのガスコージェネレーションシステ

ムは、胆振東部地震のときも運転を継続して創世スクエアに入居する市民交流プラザやオ

フィス、札幌市役所本庁舎へ電力や熱を供給継続することができ、観光客や宿泊困難者の

受入れスペースを提供することができました。 

 こちらは再開発ですけれども、北４東６地区、新さっぽろ駅周辺地区の再開発におきま

しては、ガスコージェネレーションシステムを核としたエネルギーセンターから周辺の複

数建物へ電気、熱を供給するとともに、ＣＥＭＳと呼ばれる地域エネルギーマネジメント

システムの導入によりまして、需要予測から最適な設備の運転計画を策定、実行すること

で街区全体で省エネを実現してございます。 

 それから、北ガスのグループ本社の周辺の街区におきましても、まずは隣の北海道熱供

給公社の中央エネルギーセンターに北ガス本社の地下にあります札幌発電所から自営線に

よって電力を供給、また周辺の街区にも電力を自営線で供給することによって、災害時の

電力、熱の安定供給を実現してございます。 

 こちらもご承知のとおり、札幌都心部においては高温水のネットワークを張り巡らせて

おりまして、こちらの活用に加えて、ガスコージェネレーションを核としたエネルギーセ

ンターからの電力、冷水、温水の供給を組み合わせて高効率かつ災害強靱性も兼ね備えた

分散型エネルギーシステムの導入を促進しております。 

 また、札幌市様は脱炭素先行地域に選定されておりますけれども、北ガスグループも共

同提案者として参画しておりまして、民間施設群のＺＥＢ化、太陽光発電設備の導入促進、

それから、木質バイオマス等の再エネ利用に加えまして、カーボンニュートラルガスへの

切替え等によって電力、熱の脱炭素化を推進しているところでございます。 

 北ガスもＺＥＢの普及拡大に積極的に取り組んでおりまして、スライドにはこれまで北

ガスがプランニングしたＺＥＢの一部を掲載しております。いずれもオフィスなのですけ

れども、先ほど紹介しました電源自立型のガスヒートポンプエアコンや太陽光発電設備の
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導入によりましてＺＥＢを実現してございます。 

 それから、供給するエネルギー自体の脱炭素化の点ですけれども、当然、生再エネによ

る電気の脱炭素化に加えまして、電気であれば非化石証書の活用であったり、ガスであれ

ばクレジットの活用によってオフセットするメニューを用意しておりまして、先ほどのＺ

ＥＢで徹底的に省エネをして最後に残ったエネルギーのところは非化石証書やクレジット

を活用してトータルで実質ＣＯ２排出ゼロを実現できるようにメニューを用意しておりま

す。 

 さっぽろ創世スクエア様は、昨年７月にカーボンオフセットした都市ガスと非化石証書

を活用しまして、建物で使用する電力、熱のＣＯ２の排出実質ゼロを実現しております。カ

ーボンオフセットした熱供給は、北海道では初めての取組となってございます。 

 次に、二つ目のカーボンニュートラルへの挑戦について簡単にご紹介させていただきま

す。 

 再エネ電源の導入について、２０３０年に１５万キロワットの開発を目標に掲げており

まして、現在、太陽光を中心に風力発電の開発にも取り組んでございます。 

 北ガスの石狩ＬＮＧ基地隣接地に２．３メガワットの風力発電所を北ガスでは初めて建

設しておりまして、実は今月、無事に竣工して営業運転を開始したところでございます。 

 風力の変動電源ということで、その調整力を、系統連系点は異なるのですけれども、左

の写真で言うと右端にある北ガスの石狩発電所にあるガスエンジンで風力の変動を吸収す

る実証も併せてやっております。このモデルが確立できれば、離れたところにある再エネ

電源の調整力として、北ガスの石狩発電所のガスエンジンを有効活用できるのではという

ことで取り組んでいるところでございます。 

 都市ガスが供給できないエリアにおいては、各地域と連携しましてエネルギーの地産地

消を推進することで北海道の低・脱炭素化の実現も目指してございます。 

 北ガスの再エネ電源としても、この地域にある太陽光、風力発電の整備を自治体と連携

しながら進めているほか、地域にある地産地消型のエネルギーを活用した分散モデルの構

築によって経済の地域での循環及び活性化にも取り組んでおります。 

 こちらは上士幌町での地産地消エネルギーモデルですけれども、牛のふん尿をバイオマ

スとしてガス化し、それを発電するということに取り組んでおります。それによって、臭

気の問題が観光地でありましたけれども、この問題の解決と発電した電気を地域電力会社

をつくって地域の住民に供給するといったことを行っております。 

 それから、南富良野町では、空知川の２０１６年の氾濫を契機としまして、災害強靱性

の強いまちづくりを行う一環で道の駅を再整備しましたけれども、災害時には２週間、こ

こを避難所として電気と暖房が機能するよう、北ガスもお手伝いをしてつくりました。こ

ちらに関しては、グループ会社のＬＰＧを供給させていただいています。 

 それから、左側の下に書いていますけれども、町の森林の一部を北ガスが所有させてい

ただいておりまして、その森林のＣＯ２吸収量をＪ－クレジット化して活用しているところ
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でございます。 

 具体的に今活用している内容としては、この左下にあるように北ガスの硬式野球部があ

るのですけれども、都市対抗野球の試合で排出されるＣＯ２のオフセットに活用するなどを

してございまして、クレジット自体の創出と活用の知見を蓄積している最中でございます。 

 また、右側にカプセルトイの写真がありますけれども、こちらも町と連携しまして、町

で保有する森林吸収価値のＪ－クレジットがあるのですけれども、その活用先がなかなか

なかったということで、ガチャガチャの中に２０キロ分のオフセットをする権利を書いた

紙を入れまして町のオリジナルグッズと一緒に５００円で販売しております。その横のパ

ネルで、道内の各地から車で南富良野町にドライブしてきたときにどれだけＣＯ２を排出し

ているかを数字でお見せし、それを皆さんでオフセットしましょうねというような観光教

育的な啓蒙活動にも取り組んでいるところでございます。 

 それから、次世代技術への挑戦としまして、ガス業界としてはメタネーションを何とか

早期に実現したいということで、西部ガス、広島ガス、日本ガスなど、ほかのガス事業者

と連携しまして、国の支援も受けながら地産地消型のメタネーション技術の導入に向けて

実証事業に取り組んでいます。 

 デジタル技術の活用による事業構造変革につきましては、カーボンニュートラルの取組

とは毛色が違いますが、最後に１点だけご紹介させていただきます。 

 今後、北ガスが保有している様々なお客様の情報や、ガスや電気の使用データを高度に

組み合わせて、デマンドサイドと供給サイド、サプライサイドのデータをマッチングして、

要は、エネルギーの需給のリアルタイムな最適化を図ることで、安定して経済性の高いエ

ネルギーを供給することを目指しております。また、そういった様々なデータを活用して

お客様がさらに快適に省エネが実現できるようなデータのプラットフォームの構築やサー

ビスを検討しているところでございます。 

 簡単ですけれども、私からの説明は以上となります。 

○村木座長 それでは、オブザーバーの髙峯さんから国土交通省の取組について情報提供

をいただきます。 

 お願いいたします。 

○髙峯オブザーバー 国土交通省の髙峯でございます。 

 本日の私の説明ですが、都市を取り巻く現状と課題、特に、まだ正式に予算が成立した

わけではないですけれども、令和７年度予算の概要について支援制度と併せて説明させて

いただきたいと思います。 

 まず、都市を取り巻く現状と課題についてです。 

 このグラフは、今日お集まりの皆さんは何度もご覧になっていると思います。工場など

の産業部門のＣＯ２排出量は、現場をご覧になった方はよくご存じだと思うのですけれど

も、環境などのコストカットは雑巾を絞り切っているぐらいであるところ、我々がふだん

暮らしているような民生部門では、まだＣＯ２排出量を削減する余地があるのではないかと
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なってございます。特に大都市はそういった傾向が顕著です。 

 とはいえ、人の暮らしの質を下げてまで環境に貢献するというふうにはならないところ

もあるので、先ほどエネルギー事業者様からもプレゼンがあったとおり、我々もそうなの

ですけれども、皆様のふだんの暮らしの質を下げることなく、都市の暮らしのシステムの

中にどのように脱炭素の取組を入れ込んでいくのかが特に今問われているところです。 

 そのような中で、国土交通省としてはグリーンチャレンジというものを位置付けていま

して、重点プロジェクトの中にそれが入っている形になっています。 

 省エネ・再エネ拡大につながるスマートで強靱な暮らすまちづくりの中の赤囲いに都市

のコンパクト化が入っています。我々は都市局では立地適正化計画というものがあるので

すけれども、そうした計画制度を活用しながら、暮らしの中のシステムとして低炭素や環

境性能を持ち込んでいければということがありますけれども、広く拡散したまちに住むよ

りはコンパクトなまちに住んでいただいたほうが全体としての環境性能が高いのではない

かということで、この後ご説明する熱誘導についても仕組みとして取り組んでおります。 

 Ｇ７、いわゆる首脳会合が報道にはよく出ているのですけれども、ＣＯ２排出量削減の

取組を日本は頑張っているのかもしれないですが、世界的には、３分の２を都市が占めて

いるという事実を鑑みて都市のネットゼロの目標を目指しましょうというところが確認さ

れております。 

 そのような中で、私は都市局というところに属しているのですけれども、都市局の令和

７年度の予算の中の施策の概要の中でも、気候変動の対応というところにエネルギーの面

的利用のイメージが入っていまして、こうしたものもしっかり進めていきましょうと位置

付けられております。 

 それだけではなく、環境という切り口の中では、生物多様性の確保やウエルビーイング

の向上とありますけれども、基本的には緑地や公園の整備などを組み合わせてまちづくり

ＧＸという形で進めていきたいと都市局としては考えているところです。 

 そのような中で、エネルギーの面的利用の予算の概要についてです。 

 左側にあるのが現在我々がご支援している支援の内容でして、エネルギー導管で複数の

建物をつなぎ云々と書いてありますが、今、我々が直接的に支援できるのが特定都市再生

緊急整備地域ということで札幌市の一部となっています。そのほか、都市構造再編集中支

援事業というものがございまして、先ほど申し上げた立地適正化計画をつくっていただい

た自治体様向けの支援事業ですが、そこの中でも防災に関する建物であればこうした熱融

通についてもご支援させていただく仕組みになっています。 

 プラスの右側が来年度の予算の拡充項目になっています。 

 一つ目としては、エネルギーマネジメントシステムに係る支援拡充です。 

 環境に関わる予算は基本的に公共事業の予算なので、簡単に言うと物ができるのが予算

の特徴といいますか、目的となっています。今回、都市再生特別措置法に基づく大臣認定

を受けるという要件がつくのですが、そうした建物の場合ですとエネルギーマネジメント
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システム、いわゆるシステムに対しても公共事業予算を使ってご支援をさせていただくと

いう拡充を行いました。都市局でいいますとＰＬＡＴＥＡＵという３Ｄ都市モデルを整備

する支援事業があるのですけれども、そちらもＰＬＡＴＥＡＵというシステムに対して支

援できる形になっているので、国の制度も公共事業とはいえ、物ではないシステムに対し

ても少しずつ支援の広がりを見せております。 

 もう一つ、その下に既存建築物の更新・改修時のネットワーク接続に関する支援拡充と

あるのですが、今までは市街地再開発事業や土地区画整理事業を行うに際して熱導管の敷

設に対して支援をさせていただいていたところですけれども、既存建築物に対してもその

横で開発が起こっている場合は、熱導管を敷設する場合や新設プラント等を整備する場合

についてはその分をご支援させていただくという形にして、少しでも熱エネルギーネット

ワークを広げていきたいと考えております。 

 こちらは、先ほど申し上げた特定都市再生緊急整備地域で行われる国際競争拠点都市整

備事業の概要となっております。 

 多く使われているのはエネルギー導管等整備事業と整備計画事業調査ですが、補助率は

２分の１と５分の２とそれぞれ設定させていただいているところです。 

 もう一つは、交付上限額が２０億円となっております。規模によって様々でして、東京

の都心の事業だと足りない場合もあるのですが、どこまで行っても補助事業のお話になる

ので、今はこれでセットさせていただいていまして、東京だろうか札幌だろうが、基本的

には上限は２０億円となっております。 

 これは、先ほどの令和７年度の拡充の詳細になっております。先ほど概要を申し上げま

したけれども、同じような内容をここに書いております。 

 先ほど、エネルギーマネジメントシステムにご支援をさせていただくと言ったのですが、

基本的にはそういうものがない事業は存在しないと思うのですけれども、今までそれが要

件に入っていなかったのです。皆さん、エネルギーマネジメントシステムをまずちゃんと

備えますね。その中で、次のページにございます脱炭素事業計画認定制度は都市再生特別

措置法の法改正時に位置付けられた制度ですが、この認定を受ける事業計画に基づいて建

物及び熱導管を整備する場合については高度なエネルギーマネジメントシステムについて

もご支援させていただく形になっております。 

 ただ、こちらの認定は基本的にはＺＥＢ ＲＥＡＤＹ相当となっているので、先ほど来、

色々とご苦労をされながらＺＥＢ ＲＥＡＤＹを獲得されている建物の事例の紹介がありま

したけれども、初の認定は、物流センターとなっており、今後もこの認定制度が広がって

いけばと考えているところです。 

 ちなみに、高度なエネルギーマネジメントシステムと普通のマネジメントシステムの差

は、正直、シームレスにつながっているのできれいに切り分けることはできないのですが、

基本的にはＡＩなどを活用したようなものを高度なものと位置付けております。 

 もう一点、既存建物の更新・改修時のネットワーク接続に係る支援拡充と書いてあるの
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ですけれども、ここで一つ申し上げたいのは、既存建物とつなぐときに非常に多くの公共

施設等の改変、つまり事業費が非常にかさむものについては、さすがに２０億円の幅でも

ご支援できないですし、それは違うのではないかということで、基本的には費用が大きく

かさむようなものではなくて、コストメリットが高い熱導管の敷設についてご支援をさせ

ていただこうという事業として、今回、既存建物についてもご支援させていただくことに

してございます。 

 こちらは都市構造再編集中支援事業ということで、特定都市再生緊急整備地域の外で立

地適正化計画の都市機能誘導区域内に対しての支援事業ですが、こちらにありますとおり、

道路整備や都市開発事業等と一体的に実施される場合に災害時に災害拠点や一時滞在施設

として公共機関等に電気、熱を供給する施設整備に対してご支援をさせていただいている

というところです。 

 今日の話もそうですけれども、環境について、いかに性能を上げていくかというところ

が話の主題になっているのですが、あくまで防災対策という形で事業が位置付けられてい

るので、こういう要件がかかっております。 

 最後に、国土交通省の補助事業ではないのですけれども、いわゆる環境目的という形に

なると使うことができる環境省の補助事業のご紹介です。 

 既存業務用施設の脱炭素化を早期に実現するため、外皮の高断熱化及び高効率空調機器

等の導入支援と書いてありますけれども、こうした箱の中にあります断熱窓や断熱材、環

境性能の高い空調などをビルの中に入れ込むことによってＺＥＢオリエンテッド相当のも

のを達成しますという設備を導入するときに併せてエネルギー融通の導管等を設置する場

合はそうしたものを支援対象にするというのがこの事業の仕組みになっています。 

 結構色々な要件がそろわないとこの事業が成立することがないので、今、一生懸命たま

を探しているところなのですけれども、環境省の事業のご紹介をしながら、あわせて導管

の敷設等をする場合にこちらはどうですかと色々なところでご案内をしているところでご

ざいます。 

 ですので、防災目的の国土交通省、環境目的の環境省みたいな形で事業を区別しながら

皆様にご紹介しております。 

 まとめとして書かせていただきましたけれども、今お話しさせていただいたような内容

はこちらのまとめにございますので、ご一読いただければと思います。 

 最後に、２３ページ以降に支援の実例を載せております。一つ一つは説明いたしません

けれども、ご参考にしていただければと思います。 

 私からの説明は以上になります。ありがとうございました。 

○村木座長 ありがとうございました。 

 それでは、本日の会議は終了させていただきたいと思います。長時間にわたり、ありが

とうございました。 

 進行を事務局にお返しいたします。 
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  ５．閉  会 

○事務局（滝上事業調整担当課長） 本日は、長時間にわたりまして、ありがとうござい

ました。 

 また、奥山委員、金田委員、髙峯オブザーバーにおかれましては、情報提供をいただき

ましてありがとうございました。 

 本日の議事録につきましては、皆様に内容のご確認をいただいた上で、後日、ホームペ

ージにて公開させていただきます。また、次回の開催につきましては、令和７年度の６月

頃を予定しております。日程の調整につきましては、別途事務局よりご連絡をさせていた

だきたいと思います。 

 最後に、来年度以降の事務局の体制に動きがございますので、ご報告をさせていただき

ます。 

 先日、３月１８日に定期の人事異動の内示がございまして、都心まちづくり推進室長の

稲垣が４月１日付で異動となりますので、稲垣より一言ご挨拶をさせていただきたいと思

います。 

○稲垣都心まちづくり推進室長 改めまして、都心まちづくり推進室長の稲垣でございま

す。 

 今年度の最後の委員会でもありますので、まず、そのことから御礼を申し上げます。 

 今年度は、今日の議題であるエネルギー施策の進捗管理に加えまして、マスタープラン

の見直しという大きな取組が始まったものですから、今日を含めて計４回の委員会を開催

させていただきました。 

 非常にお忙しい中だったと思いますが、各委員に活発なご意見をいただきまして、見直

しに関しては骨子の整理ということで、大枠の土台づくりまで進むことができましたし、

本日の進捗管理の議題に関しましても、各方面からご質問やアドバイスをいただいて、見

直しにつながる現実的な面からのご意見も頂戴できたと思っています。 

 見直し業務はまだ道半ばということですので、これまで４回にわたっていただいたご意

見を必ず次年度に活用し、（仮称）第３次都心まちづくり計画にしっかりと結びつけてい

きたいと思っていますので、引き続き来年度もよろしくお願いいたします。 

 また、私自身のことで恐縮ですけれども、事務局から説明がありましたとおり、４月か

ら交代することになりました。 

 私自身、都市計画やまちづくりの業務経験が長いのですけれども、エネルギー施策を担

当するのは初めてのことでしたので、最初は戸惑いながらだったのが正直なところですが、

この委員会の場でも本当に色々な方からご意見をいただいて、都心においてエネルギー施

策を展開する意義や重要性を強く感じた期間になりましたし、何より札幌がエネルギーと

まちづくりを都心において一体で進めていることが強みだということを強く実感できた期

間になりました。 
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 そんな問題意識を持っていたので、今、新しい計画でまちづくりとエネルギーの見直し

も一体で進めるということにつなげられたと思いますし、まだ途中ではありますけれども、

必ずやその二つを融合させた札幌の強みのある新しい計画にしたいということで、これは

後任にもしっかり引き継ぎますし、今いるメンバーも同じ認識に立っていますので、そこ

はしっかりとした仕事を続けることをお約束させていただきたいと思います。 

 私自身のことで言いますと、４月１日からは都市計画担当局長ということで、都心以外

のエリアや交通部門など、ほかの部門も担当する職務に就くことになりますが、都心にも

当然関わりがありますので、今までとは違った立場にはなりますけれども、また各委員の

皆様に色々な形でご助言やご指導をいただくこともあると思います。 

 引き続きよろしくお願いしますということを申し上げまして、私からの最後のご挨拶と

させていただきます。 

 これまで、本当にありがとうございました。お世話になりました。 

○事務局（滝上事業調整担当課長） 以上をもちまして、令和６年度第４回札幌都心エネ

ルギープラン推進委員会を終了させていただきます。 

 本日は、どうもありがとうございました。 

                                  以  上   


